
１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。

(3) 特記事項

特になし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（参考）類似団体平均

一人当たり給与費

千円

6,858

％

24.1

千円

810,149

千円 千円

Ｂ Ｂ／Ａ

％

24.0

一人当たり

計 Ｂ

407

千円

Ａ

区 分 住民基本台帳人口

（20年度末）

20年度 千円

高石市の給与・定員管理等について

人 件 費

19年度の人件費率

（参考）

区 分

2,465 4,916,516

歳 出 額 人 件 費 率

職員数

Ａ

20,525,06060,014

給 与 費

期末・勤勉手当

20年度 人 千円

1,774,260

実 質 収 支

人

3,000,951 7,373

給 料 給与費 B/A

千円

416,542

職員手当

千円

105

1

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。

２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

（Ｈ16）

97.1

（Ｈ16）

97.3
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98.2

（Ｈ21）
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（Ｈ21）

98.6

（Ｈ21）

98.4

90

95

100

105

高石市 類似団体平均 全国市平均
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２１年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

1

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

2 技能労務職員等の給与等の見直しに向けた基本的な考え方

427,000

381,160

483,550

368,656

358,900

平均給料月額

322,737

299,054

417,719

406,231

445,139

411,22737

29

5

公 務 員

平均給与月額
（国ベース）

平均給与月額
（A）

483,550

405,044

442,199

4,429 285,548

387,412

49.2

350,859

325,521

318,265

平均給与月額

429,442

396,313

374,787

平均給与月額

45.9

平均年齢

391,770

－

（国ベース）

―

329,625

443,740

422,710

430,082

46

47.8

うち業務員

うち技術員

1,083

類似団体

46.7

47.7

うち調理員

58.3

47.3

47.4

区 分

大阪府

国

3

平均給料月額

大阪府

342,481

349,372

373,220

44.0

職員数

44.1

平均年齢

41.5

高石市 359,300

国

区 分

類似団体

高石市

2

2 技能労務職員等の給与等の見直しに向けた基本的な考え方

③教育職(市：幼稚園）

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１ 「平均給料月額」とは、21年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべ
ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
また、「平均給与月額(国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の

（国ベース）

339,718

386,580

335,629

民間委託の拡充等により、新たな技能労務職の採用は予定していないため、今後とも技能労務職員数の大幅な減少が見
込まれます。この様な状況を踏まえながら慎重に検討していく予定です。

409,767

462,416

区 分 平均年齢 平均給料月額

高石市

大阪府

48.3

類似団体

手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

383,94243.3

43.3

平均給与月額

457,228

－

－

平均給与月額

2



（2) 職員の初任給の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

円

円 円 円

円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３ 一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２１年４月１日現在）

－

339,300

大 阪 府

178,800

Ⅲ種 140,100

国

298,000

構成比

％

323,000

339,300

137,900

281,200

高 石 市

高 校 卒

264,400

264,400高 校 卒

職員数

3.28

239,600

306,400

306,400

大 学 卒

155,700

－199,700

224,800

－

短 大 卒

人

一般行政職

経験年数１５年

177,200

（幼稚園）

224,800

7 級

教 育 職

区 分

254,600

155,700

標準的な職務内容

参与・部長・理事

短 大 卒

高 校 卒

区 分

大 学 卒

一般行政職

技能労務職

経験年数１０年

Ⅰ種 185,000

Ⅱ種 172,200

大 学 卒

教 育 職
(市：幼稚園)

区 分

技能労務職

高 校 卒

大 学 卒

185,800

144,500

254,600

経験年数２０年

172,200

298,000

185,800

3

（注）１ 高石市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

5.2

12.030

％

13

人 ％

％

70

人

人 ％
2 級

主事・技師

28.0

95

人

38.0

13.6

％
課長代理・主幹・係長・主査

34

3.2

人

8

1 級

主事・技師

3 級

6 級

主任

次長・会計管理者・課長・参事

5、4 級

3



（2) 昇給への勤務成績の反映状況
7級

3.2%
7級

2.7%

7級（旧１－１等級）

2.0%

6級

13.6%
6級

12.1%

6級（旧１－２等級）

11.1%

5、4級

38.0%
5、4級

37.4%

5、4級（旧２等級）

36.1%

３級

28.0%
３級

33.1%

３級（旧３等級）

49.2%

２級

5.2%

２級

8.2%

２級（旧４等級）

1.6%
１級

12.0%

１級

6.6%

１級（旧５等級）

0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

4

４ 職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成20年度）

千円 千円

（20年度支給割合） （平成20年度支給割合） （20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 3.0 月分 月分 月分 月分

（ ）月分 ）月分 （ 1.6 ）月分 ）月分 ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

5%～20% ・役職加算 5%～20% ・管理職加算 10%～25% ・役職加算 5%～20% ・管理職加算 10%～25%

（注） （ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。

1.5

（ 1.6 0.75

国

1,826

3.01.5

（0.75

高 石 市

１人当たり平均支給額（20年度）
―

3.0

（0.75

大 阪 府

1,994

1.5

1.6

4



（2) 退職手当（２１年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当

（平成２１年４月１日現在）

千円

千円

％ ％

(平成２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

(4) 特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

全職員

30.55

47.50

41.34

30.55

全域 11

高 石 市

1,685

支給率

支給率 国の制度（支給率）

59.28

47.50 59.28

59.28

1210全域

支給実績（20年度決算）

10

国の制度（支給率）

33.50

１人当たり平均支給額 3,527千円 27,366千円

支給対象地域

支給対象地域

460,074

国

59.2859.28

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

支給実績（20年度決算）

23.50

33.50

187,250

41.34

59.28

支給対象職員数

23.50

5

千円

円

％

手当の種類（手当数）

手当の名称

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

毒物、劇物等を取り扱う作業

14.3

主な支給対象業務

8

日額 300円

日額 300円
災害対策、救助等の現場作
業

死獣処理作業

日額 200円

日額 300円

（行路病人） 日額 1,000円
（行路死亡人） 日額 2,000円

１回 300円

主な支給対象職員

死獣処理作業に従事した職員

左記職員に対する支給単価

清掃等作業

29,052

日額 300円

害虫等駆除作業

防疫作業

有害物取扱作業従事手
当

市税・国民健康保険料・介護
保険料の滞納等実地徴収事
務

滞納等実地徴収事務手
当

1,685

日額 150円

行路病人及び行路死亡
人の収容護送手当

生活保護担当職員

非常災害現場従事手当

死獣処理手当

風水害、地震、火災等において災
害対策、救助等の現場作業に従
事した職員

害虫等駆除作業に従事した職員

防疫作業に従事した職員

害虫等駆除作業手当

防疫作業手当

市税・国民健康保険・介護保険
担当職員

清掃等作業に従事した職員清掃等作業手当

支給実績（20年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

毒物、劇物等を取り扱う作業に
従事した職員

行路病人又は行路死亡人の
収容護送事務

5



(5) 時間外勤務手当

千円

円

千円

円

（6) その他の手当（２１年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

住居手当

扶養手当

支給実績

26,974

職員１人当たり平均支給年額（20年度普通会計決算）

年度末までの子5,000円加算

151,941

64,727

66,275

異なる内容

異なる

同じ

44,022

48,753

24,957

配偶者 13,000円

月額27,000円を最高支給限度額と
し、その範囲内で支給

212,895
同じ

参与 85,000円

配偶者以外 6,500円

手 当 名

配偶者なし1人目 11,000円

月額

部長 73,000円

満16歳の年度始めから満22歳

同じ

・６箇月通勤定期券の価額を基礎と
する

・1箇月当りの運賃相当額が55,000
円以下については、運賃相当額

○交通用具利用者

89,132

支給職員１人当たり

（20年度決算） 平均支給年額

（20年度決算）

最高支給限
度額
24,500円
（月額）

108,162

○交通機関利用者

職員１人当たり平均支給年額（19年度普通会計決算）

通勤手当

・距離に応じて支給（月額）
最高支給限度額 26,400円

理事 63,000円

国の制度と国の制
度との
異同

支 給 実 績 （ 19 年 度 普 通 会 計 決 算 ）

内容及び支給単価

支 給 実 績 （ 20 年 度 普 通 会 計 決 算 ）

6

千円 円

５ 特別職の報酬等の状況（２１年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

（算定方式）

(注）退職手当条例は平成20年3月11日に新たに制定

報
酬

815,000

486,884

956,000

（参考）類似団体における最高／最低額

46,254

給料月額×在職月数に次の割合を乗じて得た額
市長 100分の50 副市長 100分の28

579,600

（20年度支給割合）

区 分

主幹 34,000円

参事 42,000円

異なる

570,000

課長 53,000円

次長、会計管理者 58,000円

4.50

市 長

副 市 長

課長代理 34,000円

698,000

給 料 月 額 等

582,400

4.50

（20年度支給割合）

400,000

350,000618,000

320,000

550,000

議 長

副 市 長

議 員

580,000

520,000

870,000

副 議 長

760,000

給
料

管理職手当

議 長

副 市 長

議 員

市 長

期
末
手
当

退
職
手
当

副 議 長

市 長

理事 63,000円

6



６ 職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

事務合理化、退職不補充

事務合理化

事務合理化、退職不補充

事務合理化

事務合理化

人口１万人当たり職員数 人

人）

人口１万人当たり職員数 人

人）

人口１万人当たり職員数 人

-1

0

-4

392

[ 631 ］[ 631 ］

26

14

329

408

0

79

21

2

315

3 2

21

2

主な増減理由

25

14

61

（類似団体の人口１万人当たり職員数

事務合理化

1

-18

0

-1

471 453

1

平成20年

-3

業務増加

対前年
増減数

-1

77

4245

＜参考＞

0

-6

-2

（類似団体の人口１万人当たり職員数

-14

事務合理化

52.49

＜参考＞-16

-2

65.32

46.18

-1

61.65

事務合理化、退職不補充

＜参考＞

75.48

26 25

131

6 7

137

88 84

職 員 数

1

平成21年

水道

23

63

22

普
通
会
計
部
門

計

教育部門

商 工

公
営
企会
業計
等部
門

その他

下水道

小 計

合 計

小 計

民 生

農 水

一
般
行
政
部
門

衛 生

税 務

区 分

部 門

議 会

総 務

労 働

土 木

7

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。
２ [ ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（２１年４月１日現在）

24歳 32歳

～

44歳 48歳 52歳 56歳40歳

人

以上

計

人

59歳

60歳

43歳

4531

～ ～

人人 人

44 45

人

8386

55歳

～

人

51歳

～～

47歳27歳 31歳

人人

35歳

44

人

32

人

～

1732

区 分

未満

～

23歳

20歳 20歳

～

39歳

～

28歳 36歳

5315

人
職員数

1

人

0

5

10

15

20

25

30

構成比

５年前の構成比

%

453144 45 838644321732 5315
職員数

1

7



(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１９年４月１日～平成２５年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）平成２５年４月１日における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

21年

3 年 目

315

-26

77

-3

一般行政

職員数

平成21年4月1日

-5

18

純減率

3.8

増 減

純減数

400人

453

区 分

部 門

20年

数値目標

63

平成25年4月1日

職員数 341

増 減

職員数

-12

平成20年4月1日

始 期

19年

計画始期

終 期

平成19年4月1日

471

計画期間

329

2 年 目

等 会 計

-1

職員数

職員数

-3

教 育

消 防 職員数

増 減

80

66

79

増 減

公営企業 61

8

（注）計画期間は、１９年～２５年の７年間である。

７ 公営企業職員の状況
(1) 水道事業
① 職員給与費の状況
ア 決算

職員給与費 （参考）

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。
２ 職員数は、平成２１年３月３１日現在の人数である。

453

-34

1,370,684

19年度の総費用に占

Ａ

区 分

25,743

千円

201,915

Ｂ／Ａ

給 与 費

133,788

Ａ

千円

職員数 487

総費用 純損益又は実

Ｂ

471

-16

職員給与費比率

増 減

区 分

計

20年度 人 千円

める職員給与費比率

％千円 千円

期末・勤勉手当

千円

％

計 Ｂ

22.6

20年度

総費用に占める

質収支

6,781

政令指定都市を除く市町村

千円

7,211

千円

一人当たり給与費

54,377

職員手当

24.7

給与費 B/A

一人当たり

千円

給 料

職員数

310,405

121,79528
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② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２１年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 5%～20% 職制上の段階、職務の級等による加算措置 5%～20%

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当（２１年４月１日現在）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

１人当たり平均支給額（20年度）

564,094

基本給

高石市水道事業

高石市水道事業

45.6

高石市 （一般行政職・団体平均等）

48.3

370,362

区 分

１人当たり平均支給額（20年度）

政令指定都市を除く市町村

平 均 年 齢

1.6

3.0 3.0

1.6

59.2859.28

47.50

41.3433.50

高石市 （一般行政職・団体平均等）

41.3433.50

47.50

59.28

59.28

23.50 30.55

高石市水道事業

59.28

30.55

0.75

1.5

1,994

23.50

59.28

600,937

（20年度支給割合）

平均月収額

413,848

1,942

0.75

1.5

9

定年前早期退職特例措置（2％～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2％～20％加算）

１人当たり平均支給額 １人当たり平均支給額

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、20年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ 地域手当

（２１年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。

全域

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

10

一般行政職の制度（支給率）

支給率

支給率支給対象地域

10全域

支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）支給対象地域

支給実績（20年度決算）

2810

0千円

10

459,036

3,527千円28,426千円

12,853

27,366千円

9



エ 特殊勤務手当（２１年４月１日現在）

千円

円

％

オ 時間外勤務手当

千円

円

千円

円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ その他の手当（２１年４月１日現在）

一般行政職
の制度と異
なる内容

非常災害現場従事手当

2

1,800

月額

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 20 年 度 決 算 ） 76,714

内容及び支給単価手 当 名

暴風、豪雨、洪水、地震その他の異
常な自然現象若しくは大規模な火
災、爆発下等において災害対策、救
助等の現場作業に従事した者又は
勤務時間外に呼び出しを受けて漏水
等の復旧作業に従事した職員

有害物取扱作業従事手当
有害物取扱作業従事手当作業に従
事した職員

68,602職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 19 年 度 決 算 ）

主な支給対象職員

日額300円

日額１５０円

手当の種類（手当数）

支 給 実 績 （ 19 年 度 決 算 ）

4

左記職員に対する支給単価主な支給対象業務手当の名称

（20年度決算）

平均支給年額

支給職員１人当たり

1,441

支給実績（20年度決算）

配偶者 13,000円

（20年度決算）

支給実績

毒物・劇物等を取り扱う
作業

7.1

支 給 実 績 （ 20 年 度 決 算 ） 1,611

一般行
政職の
制度と
の異同

災害対策、救助等の現
場作業又は勤務時間外
に呼び出しを受けた漏
水作業等の復旧作業

10

配偶者以外 6,500円

配偶者なし1人目 11,000円

満16歳の年度始めから満22歳

千円 円

千円 円

千円 円

部長 73,000円

次長 58,000円

課長 53,000円

参事 42,000円

課長代理 34,000円

千円 円

管理職手当

異なる場長 34,000円

主幹 34,000円

職の有無

同じ

通勤手当

・距離に応じて支給（月額）
最高支給限度額 26,400円

・1箇月当りの運賃相当額が55,000
円以下については、運賃相当額

年度末までの子5,000円加算

扶養手当
4,405

同じ

231,842

配偶者 13,000円

同じ

2,328 465,600

91,444

108,269

1,646

○交通機関利用者

同じ

○交通用具利用者

・６箇月通勤定期券の価額を基礎と
する

住居手当
月額27,000円を最高支給限度額と
し、その範囲内で支給

同じ
2,815
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